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陸域環境負荷評価の課題* 

Issue on Evaluation of Environmental Impact from Inland 

二 瓶 泰 雄 
** 

NIHEI Yasuo 

 
Abstract  Water pollution in lakes and inner bays has been mainly caused by larger 
environmental impact from inland. It is therefore necessary to accurately evaluate the pollutant 
loads which are composed of point and non-point sources. In the present paper, the outline and 
current issue on the evaluation of point and non-point sources are introduced. Note that previous 
approaches may not evaluate accurately non-point sources. For more advanced evaluation for 
pollutant loads, it is indispensable to collect field data for non-point sources, and hence one 
attempts to conduct field measurements for the non-point sources in urban area. The observed 
results for environments of road and roof deposits, one of main non-point sources in urban district, 
are shown. 
 
Keywords: Environmental impact from inland, Pollutant load, Non-point source, Road deposit, 
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1. はじめに 
 湖沼や内湾等の公共用水域における水質環境
は、近年、概ね横ばい傾向となっており、琵琶湖
等のように若干悪化している水域も報告されて
いる[1]。このような水域環境問題は、様々な人為
的活動に起因して、陸域で生成された栄養塩類な
どの富栄養化原因物質が大量に水域へ流入した
ために引き起こされており、水質環境改善のため
には陸域から水域へ流入する汚濁負荷を削減す
ることは必要不可欠である。 
この陸域起源の汚濁負荷（以下、陸域環境負荷
と呼ぶ）は、流域から河川や地下を通過して湖沼
や内湾等の受水域に流入する汚濁物質フラック
スである。これは、発生源の特徴により、Fig.1
に示すように、点源負荷（特定汚染源、ポイント
ソース）と面源負荷（非特定汚染源、ノンポイン
トソース）に分類される[2-4]。点源負荷は、家庭
や工場、畜産場等のように、「点」として認識で
きる場所からの排水の負荷である。最近では、事
業場の排水規制や下水道整備率の向上、下水処理

の高度化により、点源負荷は大幅に削減されつつ
ある。一方、面源負荷は、山林や農地、市街地等
に「面」的に広がって堆積している固体状の汚濁
物質に主として由来しており、降雨時にはこれら
の堆積物が流送されて受水域に流入する。このよ
うな面源負荷は広い範囲に分布するため、点源負
荷と異なって汚濁水を集めて処理・制御すること
は困難であり、有効な浄化・処理対策は存在しな
い。また、近年の都市化の進行と相まって、陸域
環境負荷に占める面源負荷の割合は増加しつつ
ある[5，6]。そのため、公共用水域の水質環境が
十分に改善されない主な要因の一つとして、実態
解明が進まず削減対策が不十分な面源負荷に関
心が集まっている[1]。最近の水環境研究分野の専
門誌にも、面源負荷（ノンポイント汚染源）に関
する特集記事が組まれていることからも、その注
目の高さが分かる[7]。 
本稿では、湖沼や内湾における水域環境問題を
取り扱う上で不可欠な陸域環境負荷について、特
に面源負荷に着目して、一般的な評価法の概略や



 

課題を列挙する。次に、これまで不明な点が多い
面源負荷の実態を把握するために、ブラックボッ
クスとなっている都市域の面源負荷の発生・排出
過程に関する現地モニタリングを行った結果の
一端を紹介する。 
 
2. 陸域環境負荷評価法の現状と課題 
代表的な陸域環境負荷評価法としては、従来か

ら用いられている原単位法[2]や統計回帰モデル
[4]に加えて、最近の計算技法の進展により適用さ
れつつある統合型流域水・物質循環モデル[8]、と
いう 3 つの方法が挙げられる。それらについて、
以下に記述する。 
2.1 原単位法 
 原単位法では、単位時間当たりに発生（または
排出）する汚濁負荷量を「原単位」として表し、
その原単位に人口や面積などを掛けて汚濁負荷
量を求める。例えば、点源負荷の一つである家庭
からの排水（生活系負荷）では、排水処理形態別
人口（流域下水道、合併浄化槽、単独浄化槽）に
それぞれの排出負荷原単位（単位：g/人/日）を乗
じて、生活系負荷を算出する。また、面源負荷に
関しては、土地利用形態を市街地や畑、水田、森
林等に分類し、それぞれの面積と原単位（単位：

kg/km2/日）を掛けたものの総和を求めている。こ
の手法は、人口等の統計データを反映した形で簡
便に汚濁負荷量を求めることが可能である。その
ため、原単位法による陸域環境負荷の推定結果は、
湖沼や内湾における水質保全策の立案や水質総
量規制等において、広く用いられている[9]。 
 このような原単位法は、当然のことながら、原
単位の設定により解析結果が大きく依存する。原
単位のチューニングにより、点源負荷に関しては
原単位法の再現精度は概ね良好であるが、面源負
荷に関しては、原単位自体が大きくばらつくこと
により、原単位法の解析精度は総じて高いとは言
えない[10，11]。また、原単位法では、長い時間
スケール（少なくとも数年以上）にわたる平均的
な汚濁負荷量を算出しているため、月、季節、年
等の様々な時間スケールの変化を記述すること
は難しい。さらに、原単位の与えられている水質
項目は、全リンや全窒素、COD（化学的酸素要求
量）等に限定されており、湖沼・内湾管理に必要
となる水質項目の無機態・有機態濃度、懸濁態・
溶存態濃度に関する原単位はこれまでのところ
存在しない。これらのことより、原単位法を用い
て、陸域環境負荷、特に面源負荷の現況再現や将
来予測を行うのには自ずと限界がある。 
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Fig.1Fig.1Fig.1Fig.1 Schematic diagram for water pollution. 

 



 

2.2 統計回帰モデル 
河川や下水管を通過する陸域環境負荷量をモ
ニタリングする際には、流量と水質濃度（窒素、
リン、COD 等）が必要となるが、現状では水質
濃度を長期間連続的に計測する手法は確立され
ていない。そのため、流量 Q と陸域負荷量 L の
関係式（L-Q式）を求め、時々刻々得られる流量
データから負荷量 Lを算出する、という統計回帰
モデルが陸域環境負荷評価に多く用いられてい
る[12]。Fig.2は、著者らが、富栄養化の著しい千
葉県手賀沼に流入する主要河川の一つである大
堀川において計測した流量 Q と水質負荷量 L の
相関図である。ここでは、COD を例として、合
計 8 つの降雨イベント時の結果が表示されてい
る。このように、流量と水質負荷量は概ね高い相
関性があり、L-Q式としては一般に次式が与えら
れる。 

 baQL =               (1) 

ここで、a、b は係数である。なお、統計回帰モ
デルでは、流量のみならず、河川流域の雨量を用
いる場合もある[4]。 
このような統計回帰モデルは、原単位法と異な
り、時々刻々の陸域環境負荷量を得られるという
利点を有しており、陸域環境負荷の現況評価に適
している。しかしながら、式(1)中の係数 a、bは
対象河川毎に大きく変化し、人口や土地利用等の
流域環境情報と係数 a、b との定量的な関係は不
明である。したがって、係数 a、b の設定上の問
題に起因して、統計回帰モデルを陸域環境負荷の
将来予測に適用するには大きな問題がある。また、
陸域環境負荷 L は流量 Q のみならず降雨の履歴
状況などにも依存するため、同一の流量条件下に
おいて必ずしも Lが同じになるとは限らない。そ
のため、一つの降雨イベント中に L と Q はヒス
テリシスの関係となることが指摘されており、そ
の傾向は懸濁物質において顕著である[13]。この
ように統計回帰モデルを陸域環境負荷評価に適
用するには限界があり、特に、面源負荷が顕著と
なる降雨時の評価に大きな制約がある。 
2.3 統合型流域水・物質循環モデル 
統合型流域水・物質循環モデルとは、湖沼（も
しくは内湾）の流域全体における水・物質（栄養
塩等）輸送過程を追跡し得る数値モデルである。
特に、流域内における水量・水質の空間分布特性

を把握可能な分布型モデルは、任意地点の流量や
陸域負荷量を推定でき、かつ、それらのプロセス
に流域内の人間活動や自然条件の空間分布を反
映させることが可能である[8]。また、GISの進展
により、広範囲の流域環境情報を統合的に整理す
ることは容易であり、統合型流域モデルによる陸
域環境負荷の現況評価や将来予測が望ましいと
考えられる。現在、研究レベルにおいて様々な流
域に統合型モデルが適用されつつあり（例えば、
東京湾流域に対する安間らの研究[14]）、今後、政
策決定への応用が模索されている。 
しかしながら、これらの統合型流域モデルは、
様々な水・物質輸送過程を含んでいるため、モデ
ル構造は複雑であり、原単位法のような簡便さは
ない。また、実測値が不足している面源負荷にお
いては、複雑な汚濁物質の発生・排出・流下過程
について極めて簡便な取り扱いしかなされてお
らず、統合型流域モデルの高度化には、面源負荷
モデルの精度向上が大きなキーとなる。 
2.4 まとめ 
これら 3つの方法には、上述したように一長一
短はあるが、より高度な流域環境管理を指向する
上では、統合型流域モデルを用いて陸域環境負荷
評価や将来予測を行うことが望まれる。そのため
には、モデリング技術や計算技法の高度化を図る
ことと並行して、現地モニタリングを実施し陸域
環境負荷の実態を把握するとともに、数値モデル
の検証用及び同化用データを取得することが必
要となる。陸域環境負荷のうち面源負荷に関して
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は、現地調査データが著しく不足している。それ
は、面源負荷では、汚濁物質が広く面的に分布し、
かつ、その時間的・空間的変化が大きいため、調
査自体が非常に多くの労力を必要とするためで
ある。それに加えて、面源負荷の調査法自体が十
分確立されていないものもあり、特に、汚濁物質
の発生・排出・流下過程のモニタリングについて
は検討すべき項目が多い。 
このような現状を鑑みて、著者らは、面源負荷
の発生（排出）過程や流下過程（堆積、再懸濁を
含む）という素過程について、都市域を中心に現
地モニタリングをここ数年間実施している[15，
17]。次章以降では、特に実態が不明である発生
（排出）過程として、市街地負荷の大部分を占め
る路面及び屋根面の堆積負荷の実態の一部を記
述する。 
 
3. 路面堆積負荷[15] 
3.1 概要 
 都市域における面源負荷の発生源としては、路

面や屋根面という不浸透面上の堆積物が挙げら
れる。一例として、降雨条件下における路面堆積
物の流出挙動に関する模式図を Fig.3に示す。雨
滴による衝突や降雨流出水からの底面せん断力
により、凹凸が大きい路面上に存在する固体状の
堆積物の一部が選択的にピックアップされ、路面
排水とともに隣接する水路まで輸送される。 
一般的な路面堆積負荷調査では、ほうきやブラ
シ等により路面堆積物を根こそぎ収集する方法
（堆積物採集法）が用いられるが、この方法では
降雨時に流出する成分よりも過剰に堆積物が採
取されてしまう可能性があり、採取された路面堆
積物の代表性に疑問が生じる。そこで、模擬的に
降雨状況下を簡便に再現した形で路面堆積物を
採取する、という模擬降雨法（MOS 法）が提案
されている[15]。模擬降雨法とは、Fig.4に示す円
筒容器を用いて、路面を水で浸し、攪拌された水
中を浮遊する路面堆積物を採取しており、簡単に
作られた降雨流出条件下において路面堆積物の
みを採取している。 
3.2 路面堆積物の流出特性に関する室内実験 
降雨時における路面堆積物の基本的な流出特
性を調べるために、シンプルな室内実験を行う。
ここでは、アスファルト製プレート（0.33m四方）
を用い、それに実際の路面より採取された塵埃を
散布する。そのプレート上に人工的に雨を降らし、
その流出水を採取する方法（人工降雨法、AR）
により、流出する路面堆積物を採取する。この人
工降雨法と合わせて、模擬降雨法（MOS）や堆積
物採取法（DS）により、プレート上から路面堆
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Fig.3Fig.3Fig.3Fig.3 Schematic illustration of storm water 
flowing with deposits on road surface. 
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積物を採取し、得られた結果を相互に比較する。 
各手法により採取された路面堆積物の粒径加
積曲線を Fig.5 に示す。ここでは、3 つの手法に
より得られた堆積物及び散布試料（図中点線）に
関する結果が表示されている。まず、散布試料に
関しては、100[μm]以上の粗粒子が主として存在
し、中央粒径 D50は約 300[μm]である。それに対
して、人工降雨法では、微細粒子が大部分を占め
ており、中央粒径 D50は約 10[μm]と散布試料の
1/30となっている。堆積物を根こそぎ取得する堆
積物採取法では散布試料と類似した結果が見ら
れるのに対して、模擬降雨法では人工降雨法と同
様な結果となっている。また、各手法により採取
された路面堆積物の回収率（=回収された堆積物
の質量を実験開始前に散布した堆積物の質量で
無次元化したもの）を比べたところ、人工降雨法
では 5～8％、模擬降雨法では 7～10％、堆積物採

取法では 83～86％となっている。 
これらの結果より、路面上の降雨流出過程にお
いて、相対的に沈降速度が小さく浮遊し易い微細
粒子のみが雨水とともに流出するのに対して、沈
降速度が大きい粗粒子は浮遊せずに路面にその
まま留まることが示された。さらに、模擬降雨法
の結果は人工降雨法の結果と概ね一致しており、
模擬降雨法は降雨流出過程を十分模擬した形で
路面堆積物を採取していることが検証された。 
3.3 路面堆積負荷の時間変化に関する現地調査 
 路面堆積負荷の時間変動特性の実態を把握す
るために、模擬降雨法に基づいて実路面における
現地観測を長期間実施した。観測サイトは、本学
野田校舎南側道路（幅員 4.8[m]）であり、2004
年 8月 30日から 11月 30日までの約 3ヶ月間に
わたりほぼ毎日調査が実施された。路面内では、
中央部と路肩部において調査地点が設定されて
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FigFigFigFig....    6666    Temporal variations of rainfall intensity (a) and roadSS  on the center (b) and edge (c) of the road [15]. 



 

いる。その結果の一例として、路面の中央部と路
肩部における単位面積当たりの堆積物質量(以下、
路面 SS（ roadSS ）と呼ぶ)の経日変化を Fig.6に
示す。これより、路肩部における路面 SSは全体
的に中央部の値よりも大きく、特に、10 月には
両者の差が顕著となっている。また、路面 SSは
中央部、路肩部ともに時間的に一定とはならず大
きく変動している。 
一般に、路面 SSの時間変化は、次式に示すロ

ジスティック曲線でモデル化される[16]。 

)Texp(
SSroad γβ

α
−+

=
1

        (2) 

ここで、Tは直前の降雨からの経過時間（先行晴
天時間）を示しており、α 、β 、γは路面堆積負
荷に関わる係数である。観測値を参考に中央部で
はα =0.60g/m2、 β =5.0、γ =0.03h-1、路肩部では
α =2.0g/m2、 β =5.0、γ =0.03h-1 とした時の式(2)
の結果を Fig.6に示す。ロジスティック曲線によ
る路面堆積負荷の計算値は、降雨時に大幅に減少
し、その後先行晴天時間とともに増加し極大値に
漸近する。この計算値と実測値を比べると良好に
一致しているとは言えず、そのずれは路肩部の方
が大きい。実測値では、降雨時に必ずしも路面
SSが減少せず（図中矢印①、③）、また、先行晴
天時間が十分長くても路面 SSは一定値に近づか
ず大きく変化している（図中矢印②）。 
降雨時や非降雨時における路面 SS の時間変動
特性は、路面内における堆積物の浮遊・移動（移
流・拡散）・堆積過程に起因している。これらの
過程は式(2)のような単純なモデル化では表現す
ることは困難であり、本調査により、その一端が
示された。路面上における固体状物質の挙動を解
明する上では、混相流としての取り扱いが不可欠
である。ここで扱う現象の特徴としては、路面の
凹凸が大きい、路面排水の水深は極めて浅い、降
雨流出水の一部は蒸発したり地下に浸透する、
様々な粒径の固体粒子が堆積する、雨滴の衝突に
より固体粒子の一部が移動する、などが挙げられ、
混相流としても極めてチャレンジングな研究テ
ーマであり、今後の展開が期待される。 
 
4. 屋根面堆積負荷[17] 
4.1 概要 
 屋根面堆積負荷は、一般に路面堆積負荷よりも

小さいものの[15]、屋根面積が相対的に大きいこ
とを考慮すると、屋根面堆積負荷を調べる意義は
高い。この屋根面堆積負荷の調査方法としては、
路面と同様に、堆積物採取法では採取されたサン
プルの代表性に問題がある。そこで著者らは、計
測精度と安全性・簡便性を考えて、Fig.7 に示す
ような模型屋根を用いて、模擬的に再現された降
雨状況下において屋根面堆積物を採取する手法
を提案している[17]。これも一種の模擬降雨法と
見なせる。 
4.2 現地調査の概要と結果 
 上記の調査法に基づいて、屋根面堆積負荷の時
間変動特性に関する長期調査を実施した。ここで
は、本学野田校舎の建物屋上に模型屋根６基を設
置し、2005年 9月 15日から 2006年 3月 31日ま
でほぼ毎日調査を行った。観測結果の一例として、
全観測期間における日雨量 Rと屋根面 SSの時系
列変化を Fig.8(a)、(b)に示す。ここで、屋根面
SS（ roofSS ）とは、単位面積当たりの屋根面上の
堆積物質量である。なお、2005 年 12 月 19 日か
ら 2006年 1月 14日においては、模型屋根の破損
等により屋根面 SSは欠測している。これらの図
を見ると、屋根面 SS は一定とはならず、0.0～
0.25g/m2の範囲で時間的に変化している。このと
きの屋根面 SSの大きさは、前章で記述した一般
道路での路面 SSよりも全般的に小さい。また、
屋根面 SSの変化は降雨量に対応しており、降雨
直後に屋根面 SSは減少し、その後、次の降雨時
まで屋根面 SSは増加する。また、無降雨期間が

waterwater
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続いても、屋根面 SSは一定値に近づかず増加傾
向を保っている。このことは、屋根面堆積負荷に
も使用されているロジスティック曲線（式(2)）の
適用が難しいことを示唆している。 
 次に、屋根面 SS と発生源である大気中の浮遊
物質濃度との関係性を調べるために、 SPM
（Suspended Particulate Matter）の時系列データを
Fig.8(c)の細線で示す。SPMデータは屋根面 SS観
測点の周囲 7 地点の計測結果[18]を平均した値で
ある。これより、屋根面 SSと同様に、SPMも時
間的に大きく増減しているが、このままでは屋根
面 SSとの相関性は見られない。そこで SPMと屋
根面 SS を直接的に比較するために、屋根面への
SPM 沈着量を算出する。SPM 沈着フラックス

SPMD は、SPM と沈着速度 dW (= uW 0.0060 + 、

0W ：静止空気中の沈降速度、u：風速)の積となる
[19]。このようにして得られた SPM沈着フラック
スの累積値 � dtDSPM を Fig.8（c）中に太線で示す。
ここでは、降雨が観測された直後に累積値

� dtDSPM を便宜的に 0として、累積値 � dtDSPM を
計算している。これを見ると、屋根面 SSと SPM
沈着フラックスの累積値の時間変化は類似してお
り、両者の間には何らかの相関性があることがう

かがえる。そこで、両者の相関図を Fig.9に示す。
この図を見ると、全体的には、SPM沈着フラック
スの累積値 � dtDSPM とともに屋根面 SS は増加し
ており、図中のような相関式が得られた。この時
の相関係数は 0.84であり、 roofSS と � dtDSPM は概

60

40

20

0
R [mm/day]

0.30

0.20

0.10

0

No 
data

0.40
[g/m2]roofSS

Sep.,2005       Oct.                Nov.            Dec.        Jan.,2006       Feb.           Mar.              Apr.
1 1                    1                  1 1                    1                 1    1     

0

[g/m2]SPM 
� dtDSPM

0.18
0.15
0.12
0.09
0.06
0.03

0

SPM [mg/m3] � dtDSPM

(a)

(b)

(c)
1.8
1.5
1.2
0.9
0.6
0.3

60

40

20

0
R [mm/day]

0.30

0.20

0.10

0

No 
data

0.40
[g/m2]roofSS [g/m2]roofSS

Sep.,2005       Oct.                Nov.            Dec.        Jan.,2006       Feb.           Mar.              Apr.
1 1                    1                  1 1                    1                 1    1     

0

[g/m2]SPM 
� dtDSPM

0.18
0.15
0.12
0.09
0.06
0.03

0

SPM [mg/m3] � dtDSPM

(a)

(b)

(c)
1.8
1.5
1.2
0.9
0.6
0.3

 
Fig.8Fig.8Fig.8Fig.8 Temporal variations of daily precipitation R (a), roofSS (b) and SPM (c) [17]. 

10-3 10-2 10-1 100

� dtDSPM [g/m2]

10-3

10-2

10-1

100

SS
ro

of
[g

/m
2 ]

Obs.
Approximation

580.0
184.0 �

�
�

�
�
�= � dtDSS SPMroof （r=0.84）

10-3 10-2 10-1 100

� dtDSPM [g/m2]� dtDSPM [g/m2]

10-3

10-2

10-1

100

SS
ro

of
[g

/m
2 ]

Obs.
Approximation
Obs.
Approximation

580.0
184.0 �

�
�

�
�
�= � dtDSS SPMroof （r=0.84）

FFFFiiiig.9g.9g.9g.9 Relationship between roofSS and � dtDSPM  
[17]. 



 

ね良好な相関性を有している。これより、大気環
境データである SPM 沈着フラックスを用いるこ
とにより、屋根面 SS を精度良く推定することが
可能となる。 
 このように、大気環境データを用いて屋根面 SS
のモデル化への道筋が示されたが、これらの素過
程を精緻にモデリングする上では、混相流の知見
を導入することは不可避である。すなわち、大気
中から屋根面への浮遊粒子の沈着過程、屋根面に
おける固体粒子の移流・拡散過程、固体粒子の移
動限界に及ぼす雨滴衝突の影響など、多様な混相
流現象が屋根面堆積負荷には含有されている。以
上より、路面堆積負荷と同様に、屋根面堆積負荷
に対しても混相流研究の導入・応用が今後期待さ
れる。 
 
5. おわりに 
 本稿では、水域環境問題を取り扱う上で必要と
なる陸域環境負荷の評価法の現状と課題につい
て列挙した。また、その中で、面源負荷の発生過
程に関する著者らの取り組みを紹介した。それら
を通して、混相流研究の応用・展開が、面源負荷
モデルの向上に大きく寄与することを指摘した。
しかしながら、現段階では、面源負荷を含む陸域
環境負荷評価モデルに対して、本格的な混相流研
究の導入例はないことから、今後の展開が期待さ
れる。 
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